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1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

「エチオピア国アジスアベバ市道路維持管理機材整備計画」（以下、本計画と称す）は、エチ

オピア連邦民主共和国（以下、「エ」国と称す）アジスアベバ市における道路の維持管理促進を

目的とし、実施機関であるアジスアベバ市道路公社（以下、道路公社と称す）が直営道路工事

を行うための道路維持管理機材、及び道路維持管理機材の適切な維持管理を目的とした修理・

整備機材等を調達するものである。 

1-1. 公共建機セクターを取り巻く動向 

我が国では、1980 年代より公共事業投資の縮減などを背景に、建設業者が保有していた建設

機材の駐機場確保や維持管理施設の維持・保全、保有機材の稼働率維持が困難となる等の問題

が顕在化したことから、機材運営・維持管理に対するコストや効率性を見直す動きが活発化し、

その結果として機材修理・整備施設（ワークショップ）や整備士を擁する建機サービス提供業

者（建機リース業者等）が徐々に普及することとなった。その後 1990 年代～2000 年代には、

我が国の建機セクターは民間サービス業者の普及に伴い、国内建設事業の需要に応じた民間サ

ービス業者から建設業者への建機リース・販売サービス、さらには包括的な保守契約に基づく

修理・整備サービス等を提供する事業形態が成熟し、今日に至っている。 

また、近年我が国や欧米先進国メーカーが製造する最新建設機材は、①機械性能及び品質の

向上、②製造・維持管理の低コスト化、③故障時修理サービス等の効率化などを目指した技術

革新が進んでいる。とりわけ、我が国では 2010 年頃から建機セクターにおいても電子化技術の

活用が顕著となり、これにより従来の機械装置から自動化・省力化・高性能化を生むコンピュ

ータ制御システムへと転換している（図 1-1 参照）。このようなコンピュータ制御化の技術導入

が進むにつれ、機材の内部構造や動作原理は、開発メーカーまたはその代理店以外には解明で

きなくなるほど複雑化、すなわちブラックボックス化する傾向にある。そのため我が国や欧米

先進国では、日常の修理・整備レベルを超える中規模程度以上の修理・整備に対しては、最新

機材の技術的・構造的理由からもメーカーや代理店の専門技術による整備サービスを活用する

体系へと変遷している。 

従来型機材：機械装置制御

オペレーター
操作

③駆動部

②エンジン部

①シャーシ部

インターフェース
（電子）Bｌack Box

Control Unit
(Black Box)

新型機材：コンピュータ制御

オペレーター
操作

③駆動部

②エンジン部

①シャーシ部

④CPUコント
ロール部

 
出所：調査団作成 

図 1-1 機械制御システムの変遷 
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図 1-2 に、公共建機セクターを取り巻く上述した動向の元、民間サービスを活用した建機ワ

ークショップ機能の業務範囲、並びに公共建機事業の運営形態の変遷に応じた同セクター開発

モデルを示す。建機セクターのサービス形態や最新技術の変遷により、我が国では建設業者（建

機ユーザー）が自ら機材修理・整備等の維持管理を実施する体系から既に脱却し、建設機材を

耐用年数にわたって運用・管理する上で建設業者、建機リース業者、機材メーカー及び代理店

による社会的な分業体制が確立している。また、欧米先進国や近年これに準じる国々において

も、機材の技術革新や運用効率化を進めるなかで我が国と同じ潮流に乗っており、さらに将来

的には開発途上国もこれらと同様の傾向をたどると考えられる。 

社会的背景

「エ」国における
建機W/Sの機能

公共建機事業の
運営形態と
活動内容

（整備レベル）

（質レベル）

｜

1950年
｜

2000年
｜

2050年

建機セクターにおける
公共事業投資

（公共建機セクターへの予算配分）

本計画
技術進歩

効率化
・IT化
・i-Construction

予算減少

重整備

中整備

日常点検整備
（月検、日検、安全管理）

公共事業としてのワークショップの機能

民間ワークショップの活用

事業運営に
必要な技術
（技術開発レベル）

日常運営に
必要な技術
（基礎技術レベル）

完結運営型

民間活用の連携事業運営型

政策管理指導・人材育成型

・全機材・W/S機材の共有
・ W/Sの自立運営

・民間W/Sの活用
・一部機材の民間リース

・技術訓練校の運営
・資格制度の運用
・研究開発（i-Construction等）
・技術者・技能工の育成・輩出
・災害等対応運用

ソフコン
民間活用した新O&M体制の運営指導
①新O&Mシステムの運用指導
②点検診断技術の移転

運営形態

・活動内容

｜

2010年

 
出所：調査団作成 

図 1-2 公共建機セクターの開発モデル 

このような動向を踏まえると、「エ」国の建機セクターにおいても現地民間の機材サービス業

者や建設業者の育成・普及が進むとともに、次第に官民の役割は明確化され、道路公社は道路

管理者・発注者として民間を育成・指導する運営体制へと転換していくものと考えられる。た

だし、「エ」国の建設及び建機における民間セクターの普及状況や技術レベルを踏まえると、先

進国並みの民間連携事業運営へ転換するまで今後 10～数十年を要する過渡期にあると考えられ

る。 

A5-4



3 

1-2. 機材運営・維持管理上の現状と課題 

本計画実施機関であるアジスアベバ市道路公社は、新旧約 580 台の道路建設維持管理機材を

保有し、市内管轄道路の直営工事による維持管理業務を所掌している。道路公社が保有する既

存の機材は、同公社の機材運営・維持管理を統括する機材供給・管理・メンテナンス部機材管

理センター（以下、機材管理センターという）が一元的管理している。機材管理センターは、

道路公社が実施する道路整備・維持管理のための機材配備、機材本体・部品の調達、ならびに

保有機材の整備・維持管理等を所掌しており、同センターの敷地内には機材の修理・整備を行

うためのワークショップを有している。また、機材管理センターによる機材整備・維持管理の

業務範囲は、同センターのワークショップ設備や技術レベルに応じた定期整備、点検・調整、

ならびに軽度な修理・整備までを担当しており、ワークショップにおいて機材修理・整備を担

当している整備士は総じて一定以上の技能を有している。一方、これら整備士の担当範囲を超

える中程度以上の修理・整備に対しては、道路公社はアジスアベバ市に展開する民間機材サー

ビス業者（メーカー代理店）に修理・整備サービスを委託している。表 1-1 に、機材の修理・

整備レベルに応じた道路公社と民間業者との現状のサービス実施区分を示す。 

表 1-1 道路公社及び民間業者による現状の機材修理・整備実施区分 

整備 
レベル 

機材整備・修理の

種類 
主な作業項目 

実施区分 
道路公社 

民間 
中央 地域基地 

1 定期整備 オイル交換、給油脂等 ○ ○  
2 点検・調整 ブレーキ調整、タイヤ調整等 ○ ○  
3 軽整備・修理 クラッチのオーバーホールや

部品取替え等 
○   

4 主要機械装置の

完全分解修理 
エンジン・トランスミッショ

ン等 
○  ○ 

（精密部品対象） 

5 電子装置の故障

点検・診断・修理 
エンジン・トランスミッショ

ン・油圧コントロール装置等 
  ○ 

（点検・診断・修理） 

6 機械の完全分解

修理・改造 
上記以上の重整備 

  ○ 

かかる状況下、道路公社が本計画調達機材及び既存機材を耐用年数にわたって適切かつ健全

に運営・維持管理するため、現状の直営体制を維持しつつ整備レベルに応じた民間サービスの

積極的な活用継続が求められる。しかしながら、道路公社の機材担当者の技術不足に起因し、

表 1-2 に示す機材運営・維持管理上の問題が昨今報告されており、民間サービスとの分業体制

を確立する上でこれらを解決するための能力向上が課題となっている。 

表 1-2 民間活用に関連した問題報告事例及び解決課題 

問題報告事例 更に発生する問題 解決課題 

事例1 スペアパーツの過剰

在庫 
スペアパーツ購入費

の増大、保管庫の非効

率な運営 

スペアパーツの交換サイクルを把握し、

過剰なパーツ購入によるコスト増大を回

避。 
事例2 スペアパーツ購入の

遅れによる在庫不足 
スペアパーツ交換の

遅れによる機材稼働

率の低下、ならびに工

事の遅延 

スペアパーツの交換サイクルを把握し、

適切な在庫管理による適時適切な機材整

備。 

重 

軽 
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事例3 機材稼働状況や整備

履歴等の管理者への

共有漏れ 

部としての一体的管

理の欠如による機材

修理・整備の遅延、な

らびに工事の遅延 

機材運営・管理の一体的情報共有。 

事例4 故障程度に対して不

相応な価格による民

間への修理委託 

不必要な修理コスト

の増大 
機材診断に関する基礎的な知見を習得

し、診断結果に基づく適切な修理内容を

判断。さらに、自ら修理する際のワーク

ショップ機材を活用した安全かつ適切な

修理・整備作業の実施。 

表 1-2 に示す各課題を解決するため、①機材の運行記録に応じた適切な機材整備・維持管理

及びスペアパーツ管理、②機材運営・管理情報共有のための機材管理情報通信システム構築、

③機材故障診断による適切な修理内容の判断能力強化、ならびに④安全かつ高精度な機材修

理・整備能力強化を目的とした支援が必要である。 

1-3. 本計画ソフトコンポーネントの基本方針 

上述した解決課題を踏まえ、本計画よるソフトコンポーネントの実施内容を表 1-3 に示す。 

表 1-3 ソフトコンポーネントによる機材運営・維持管理の体制構築支援 

項目 活動概要 備考 

(1) 機材台帳管理シス

テムの改善 
コンピュータを活用した機材台帳管理システ

ムの導入及び運用、ならびに携帯端末を活用

した機材管理情報通信システム構築支援 

表1-2「事例1、2及び3」
の解決課題に対応 

(2) 機材整備及び民間

活用能力の強化 
機材の故障診断器を活用した故障点検・診断

技術の習得、ならびにノウハウ蓄積による道

路公社での修理技術向上と民間修理・整備サ

ービス活用能力の強化 

表1-2「事例4」の解決

課題に対応 

表 1-3「(1) 機材台帳管理システムの向上」に示す支援のうち、本ソフトコンポーネントにお

いて導入を支援する機材台帳管理システムの運用サイクルを図 1-3 に、機材管理情報通信シス

テムの流れを図 1-4 にそれぞれ示す。機材管理情報通信システムは、現場オペレータから携帯

端末にて送信される運行日報等を機材管理者が機材台帳管理システムに蓄積し、各種蓄積デー

タが管理者レベル（部署責任者）に自動配信するシステムである。 

 
出所：調査団作成 

図 1-3 機材台帳管理システムの運用サイクル 

データ蓄積 

機材台帳管理システム 

入力データ 

機材運行記録 

機材整備記録 

スペアパーツ在庫 

機材の日常運転時間・走行距離 

機材の修理・パーツ交換等 

スペアパーツの出入庫 

報告 

指示・連絡 

日常作業実績 
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出所：調査団作成 

図 1-4 機材管理情報通信システムの流れ 

また、表 1-3「(2) 機材点検・診断・整備能力の向上」に示す支援により、民間サービスを活

用した整備の流れを図 1-5 に、本ソフトコンポーネント完了後の道路公社と民間業者による機

材修理・整備実施区分を表 1-4 にそれぞれ示す。すなわち、表 1-1 に示す現状実施区分の「整備

レベル：5」のうち、電子装置の故障点検にかかる技術支援（表 1-4 中の赤文字：点検・診断）

を行うことにより、道路公社自ら修理レベルを診断し、診断結果に基づき民間活用の要否を判

断するノウハウを蓄積する。これにより、自己対応可能となる軽微な機械的故障に対しては自

ら修理・整備するとともに、民間による故障修理が必要と判断する場合も修理レベルを理解し

ておくことで不必要な修理コストの増大が解消されるなど、適正範囲での持続的な民間活用が

可能となる。 

なお、本計画調達機材のうち、故障診断器を調達構成品に含むのは土工建機 1 機種（ホイー

ルローダ）及び車両であり、これら機材のメーカーは初期操作指導時に故障診断器の基本操作・

運用指導等を行う。一方、本ソフトコンポーネントでは、故障診断による故障箇所や修理内容

を特定するノウハウを指導するとともに、他種の土工建機に対しても展開可能な技術及び知見

を習得するよう、本計画調達機材を対象とした網羅的な故障診断実習ならびにマニュアル整備

を行うこととする。 

 

出所：調査団作成 

図 1-5 機材の点検・診断とその後の修理・整備の流れ 

機材の点検・故障 

点検・診断 

電子装置 
の修理 

道路公社ワークショップ 
での修理・整備 

機械装置 
の修理 

民間サービス活用 
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表 1-4 ソフトコンポーネント完了後の道路公社及び民間業者による機材修理・整備実施区分 

整備 
レベル 

機材整備・修理の

種類 
主な作業項目 

実施区分 
道路公社 

民間 
中央 地域基地 

1 定期整備 オイル交換、給油脂等 ○ ○  
2 点検・調整 ブレーキ調整、タイヤ調整等 ○ ○  
3 軽整備・修理 クラッチのオーバーホールや

部品取替え等 
○   

4 主要機械装置の

完全分解修理 
エンジン・トランスミッショ

ン等 
○  ○ 

（精密部品対象） 

5 電子装置の故障

点検・診断・修理 
エンジン・トランスミッショ

ン・油圧コントロール装置等 
○ 

（点検・診断） 
 ○ 

（修理） 

6 機械の完全分解

修理・改造 
上記以上の重整備 

  ○ 

以上の技術支援を通じ、本ソフトコンポーネントは、民間との連携事業運営の過渡期にある

「エ」国道路公社を対象とし、民間との連携により調達機材が適切に運営・維持管理されるた

めの体制構築を目指すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重 

軽 
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2. ソフトコンポーネントの目標 

上記の背景を踏まえ、プロジェクトの効果発現と持続可能性の観点から以下の目標を設定す

る。 

目標-1 

本計画にて調達予定の道路維持管理機材が、既存保有機材及びスペアパーツとともに効率的

な運用・維持管理のもとに置かれる。 

目標-2 

本計画にて調達予定の道路維持管理機材が、同じく調達予定の修理・整備機材（移動式ワー

クショップ、コンテナ型ワークショップ、故障診断器等）の活用によって適切な維持管理の

もとに置かれる。 

3. ソフトコンポーネントの成果 

本計画によるソフトコンポーネント完了時の直接的成果を以下に記す。 
 

成果 1： 本計画調達機材の稼働状況・スペアパーツ在庫等を統括管理するため、コンピ

ュータによる機材台帳管理システム及び携帯端末を用いた機材管理情報通信

システムが構築されることにより、道路公社職員が機材運営・メンテナンスの

必要性・緊急性を把握し故障時においても迅速な対応ができるとともに、スペ

アパーツについても交換サイクルに応じた適切な在庫管理及び追加調達がで

きるようになる。 

（「2. ソフトコンポーネントの目標」のうち、目標-1 に対する成果） 

成果 2： 機材に装備されている点検・故障モニター表示操作及び故障診断機器等を用い

て故障診断を行い、道路公社と民間業者とのサービス実施区分（表 1-4 参照）

に基づき修理・整備レベルに応じた民間サービス活用の要否を判断し、これを

適切に活用することができるようになる。また、道路公社が自ら行う修理・整

備に対し、移動式ワークショップ及び修理・整備機材を有効活用した迅速な整

備サービスを提供することにより、保有機材のトラブルが減少し道路工事が計

画に従い円滑に進められる。 

（「2. ソフトコンポーネントの目標」のうち、目標-2 に対する成果） 
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4. 成果達成度の確認方法 

 本計画によるソフトコンポーネントの成果達成度を確認するため、成果毎の確認項目を以下の

通り設定する。達成度の確認にあたっては、コンサルタントによるソフトコンポーネント対象者

への目視確認及び事後アンケート調査により評価を行う。 

成果 達成度の確認項目 

成果 1： 

本計画調達機材の稼働状況・スペアパーツ

在庫等を統括管理するため、コンピュータ

による機材台帳管理システム及び携帯端末

を用いた機材管理情報通信システムが構築

されることにより、道路公社職員が機材運

営・メンテナンスの必要性・緊急性を把握

し故障時においても迅速な対応ができると

ともに、スペアパーツについても交換サイ

クルに応じた適切な在庫管理及び追加調達

ができるようになる。 

1. 機材台帳管理システムの運用手法・手順を理解し、正確なデ

ータ管理を実施できるか。 
達成度を評価するための指標として、ソフトコンポーネント

完了時において、本計画により調達する道路維持管理機材台

数の 80%以上を対象としたデータ管理実施を目標値とする。 
2. 機材台帳管理システムの蓄積データに基づき、本計画調達機

材の稼働状況・整備記録、ならびにスペアパーツの在庫状況

を適切に把握できるか。 
3. 機材台帳管理システムを活用し、機材整備担当者との連携に

より機材メンテナンスが適時実施されているか。 
4. 機材台帳管理システムを活用し、スペアパーツの交換及び追

加調達が遅滞なく実施されているか。 
5. 機材台帳管理システムを活用した機材管理の有効性が理解

され、システムにより管理対象を既存保有機材へ拡大するた

めの技術を習得したか。 
6. 機材管理情報通信システムの全体構成及び運用手法を理解

したか。 
7. 機材オペレータ、機材管理者、部署責任者間で機材管理情報

通信システムの運用が開始されたか。 
成果 2： 
機材に装備されている点検・故障モニター

表示操作及び故障診断機器等を用いて故障

診断を行い、道路公社と民間業者とのサー

ビス実施区分（表 1-4 参照）に基づき修理・

整備レベルに応じた民間サービス活用の要

否を判断し、これを適切に活用することが

できるようになる。また、道路公社が自ら

行う修理・整備に対し、移動式ワークショ

ップ及び修理・整備機材を有効活用した迅

速な整備サービスを提供することにより、

保有機材のトラブルが減少し道路工事が計

画に従い円滑に進められる。 

1. 機材の適切な運用、維持管理の流れが理解できたか。 
2. 機材オペレータが機材・車両の性能や能力を理解し、点検・

故障モニター操作を適切に行っているか。 
3. 故障診断機器による診断結果に基づき、修理・整備の実施区

分（自己対応または民間活用）を判断でき、さらに一定レベ

ルで適切な修理・整備内容を診断することができるか。 
達成度を評価するための指標として、ソフトコンポーネント

完了時において、80%以上の正答率で修理・整備実施区分の

判断ならびに修理・整備内容を診断可能であることを目標値

とする。 
4. 診断により、民間活用が必要と判断された場合、診断結果に

基づき民間委託する修理レベルを理解できているか。 
5. 診断により、自己修理可能と判断された場合、本計画修理・

整備機材を活用した迅速な修理・整備が実施できるか。 
6. 本計画修理・整備機材を適切に運用するよう、各種測定器具

の作業マニュアルが作成され、本マニュアルを効率的に活用

しているか。 
7. 機材修理・整備の安全作業手順を理解し、実践できているか。 

8. 修理・整備記録を台帳管理システムに適時反映するよう、機

材管理者との連絡体制が確立され、実践されているか。 
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5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

(1) 活動内容 

本ソフトコンポーネントにおける活動内容を以下に示す。 

活動項目 実施機関の対象組織 該当する成果 

(1) 機材管理システムの改善 機材供給・管理・メンテナンス部 成果 1 

(2) 機材整備及び民間活用能力の強化 機材供給・管理・メンテナンス部 成果 2 

本計画のソフトコンポーネントは、上表に示す対象組織を対象とした受注コンサルタントに

よる直接支援型とし、ソフトコンポーネントの成果を達成するための活動内容を成果毎に以下

に記す。 

1) 成果 1 に対する活動【活動 1】 

(a) 必要な技術・業種 

機材オペレータ、機材管理者、機材台帳管理システム管理者 

(b) 技術水準 

現状の技術水準 必要とされる技術水準 

保有機材の稼働状況やスペアパーツ在庫管理を

紙により行っており、コンピュータへのデータ

蓄積が不十分であるなど、体系的な管理体制が

構築されていない。 

コンピュータによる機材台帳管理システム及

び機材管理情報通信システムを活用すること

により、保有機材の運行状況やスペアパーツの

出入庫状況を容易に把握するとともに、機材の

維持管理サイクルやスペアパーツ調達時期等

を効率的に計画する。 

(c) 対象者 

機材供給・管理・メンテナンス部の機材オペレータ、機材管理者、機材運行管理者、機材

整備管理者・整備士及び PC オペレータ（合計約 20 名） 

(d) 実施方法 

実施場所 新機材管理センター注 1（アジスアベバ市） 

実施期間 国内作業：通信システム構築 0.85 ヶ月（活動日 17 日） 

第 1 回目：実技指導 1.47 ヶ月（活動日 30 日、移動日 4 日、休日 10 日） 

第 2 回目：評価・フォローアップ 0.53 ヶ月（活動日 10 日、移動日 4 日、休日 2 日） 

活用教材 - 建設機材運行記録マニュアル（運転台帳） ※英文 

- 建設機材運転維持管理マニュアル（スペアパーツ管理台帳） ※英文 

- 機材管理情報通信システム運用マニュアル ※英文 

実習用機材 - デスクトップコンピュータ 1 台（本計画により調達する） 

- デスクトップコンピュータ（実施機関保有のもの） 

- 機材台帳管理システム（本計画により調達する汎用ソフトウェア） 
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※調達するソフトウェアとしては操作性に優れた「FileMaker」を推奨する。 

- 携帯端末（実施機関の備品を活用する） 

活動内容 本研修は、調達機材の長期的にわたる効率的運用ノウハウを確実に習得するよう、

実技指導及び評価・フォローアップの計 2 回、研修活動を実施する。なお、携帯

端末を活用した情報通信システム基本構成構築は、国内作業として実施する。 

以下に、各活動内容を示す。 

国内作業： 

機材管理情報通信システム基本構成を構築する。 

(1) 機材管理情報通信システムの全体構成検討：2 日間 

(2) 携帯電話アプリの構築：3 日間 

(3) 携帯電話入力画面構築：3 日間 

(4) レポート出力画面構築：3 日間 

(5) レポート自動送信システム構築：2 日間 

(6) 機材管理情報通信システム運用マニュアル作成：4 日間 

第 1回目： 

本計画調達機材及びスペアパーツの機材台帳管理システムを構築し、システムの

運用手法を習得するため上記 3 つのマニュアルに沿って研修を行う。 

(1) 機材管理情報通信システムの概要説明：（携帯電話アプリの操作、入力項目）：

1 日間 

(2) 入力画面操作、出力画面確認実習：1 日間 

(3) データベースソフトウェアの概要説明：2 日間 

- 簡易データベースの作成等、プログラミング研修（1 日間） 

- オリエンテーション（1 日間） 

(4) 機材諸元（メーカー・モデル、調達先、登録番号等）のデータ入力：5 日間 

(5) 機材の稼働状況、出入庫管理：3 日間 

(6) スペアパーツ、消耗品の在庫管理：3 日間 

(7) 機材の稼働時間、燃料・オイル消費量の管理：3 日間 

(8) 定期点検・メンテナンスの実施計画：4 日間 

- 稼働時間、走行距離等による実施計画 

(9) 定期点検・メンテナンスの実施記録：3 日間 

(10) 機材配置状況・稼働状況、メンテナンス記録等の機材管理情報の収集体制・

手順の確立：3 日間 

(11) 上記活動を対象者自らが実施するためのフォローアップ：2 日間 
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第 2回目： 

第 1 回研修で習得した機材台帳管理システム及び機材管理情報通信システムの運

用手法について、運用状況の確認及び評価を行う。また、評価結果に基づき、必

要に応じて運用手法のフォローアップを行う。 

(1) 機材運用・維持管理状況の確認及び評価：4 日間 

(2) スペアパーツ管理状況の確認及び評価：4 日間 

(3) 機材管理情報通信システム活用状況の確認及び評価：1 日間 

(4) 全体フォローアップ：1 日間 

- 機材管理システム運用手法の改善等 

注 1：既存の機材管理センターは、2020 年内に新機材管理センターとしてアジスアベバ市南部に移設される。 

2) 成果 2 に対する活動【活動 2】 

(a) 必要な技術・業種 

整備士（機械整備士、オペレータ） 

(b) 技術水準 
 

現状の技術水準 必要とされる技術水準 

道路公社が保有している機材は、コンピュータ

制御搭載機材が少ない事もあり故障診断器を所

持しておらず、その使用経験も無い。また、故

障診断の知識が無いことから、代理店での故障

診断結果が正当なものか判断が出来ていない。 

道路公社自らがコンピュータ制御搭載機材の

故障診断を行うことにより、保有機材の故障原

因を把握し、道路公社と民間サービス実施区分

（表 1-4 参照）に基づき、民間サービス活用の

要否を判断するとともに、修理・整備機材を用

いて、自ら行う修理・整備を適切に実施出来る。 

(c) 対象者 

機材供給・管理・メンテナンス部の整備技師、整備士及びオペレータ（合計約 20 名） 

参考：機材台帳管理データベースの入力フォーム例 
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(d) 実施方法 

実施場所 新機材管理センター（アジスアベバ市） 

実施期間 第 1 回目：実技指導 1.43 ヶ月（活動日 29 日、移動日 4 日、休日 10 日） 

第 2 回目：評価・フォローアップ 0.53 ヶ月（活動日 10 日、移動日 4 日、休日 2 日） 

- 活用教材 - 機材修理書 

実習用機材 - 故障診断器 

- 移動式ワークショップ、コンテナ型ワークショップ等の修理・整備機材 

- 本計画にて調達予定のホイールローダ及びダンプトラック等 

- ラップトップコンピュータ（故障診断用） 

- 訓練用補助教材 

活動内容 本研修は、調達機材の適切な修理・整備能力を確実に習得するため、実技指導及

び評価・フォローアップの計 2 回、研修活動を実施する。 

以下に、各活動内容を示す。 

第 1回目： 

故障診断器（修理診断機）及び点検・故障モニター（モニター診断器搭載車両）

を用いた故障診断指導、及び機材修理・整備の安全かつ適切な作業手順を習得す

るため調達機材に付属の機材修理書に沿って研修を行う。 

(1) 機材運用・維持管理の基本学習（電子装置を搭載した機材のメカニズム、民間

との業務区分）：2 日間 

- 従来型機材（機械装置制御）と新型機材（コンピュータ制御）の操作方法

とメカニズムの講習（1 日間） 

- 機材整備・修理の種類とその実施区分の講習（1 日間） 

(2) 故障診断器搭載機材を用いた故障診断器の基礎理論及び実習：8 日間 

- 故障診断モニターを搭載した調達機材（重機系 4 機材）のモニターエラー

コードと修理箇所の講習（1 日間） 

- メカニックによるモニターに表示されたエラーコードを基とした機材の修

理箇所特定実習（2 日間） 

- 故障診断モニターの表示と故障個所の試験、回答と解説（1 日間） 

- メカニックによる故障診断器（重機）運用マニュアル（案）作成（2 日間） 

- ワークショップ搭載修理器具を使用した修理講習、実習（2 日間） 

(3) 建設機材モニター故障診断器、修理診断機器を及び油圧診断機器使用しての故

障箇所確認指導及び反復実習：7 日間 

- 電子制御システムの故障診断器を用いたエラーコードと故障個所の講習（1

日間） 

- 電子制御システムの故障診断器を用いたエラーコードと故障個所（エンジ

ン、トランスミッション、油圧システムなど）の実習（2 日間） 

- 電子制御システムの故障診断器を用いた機材修理区分（道路公社、あるい

は民間整備会社）の判断講習、実習（2 日間） 

A5-14



13 

- 電子制御システムの故障診断器を用いた機材修理区分に関する民間整備会

社との協議支援（1 日間） 

- 電子制御システムの故障診断器使用実技試験と補講（1 日間） 

(4) ワークショップ搭載機材の概要・理論学習、整備の安全及び精度向上に向けた

指導及び反復実習：10 日間 

- 車両故障診断器の目的と使用方法講習（1 日間） 

- 車両故障診断器の調達機材（車両系 8 車種）への接続方法、及び表示内容

とその故障原因講習（2 日間） 

- メカニックによる車両故障診断器使用実習（2 日間） 

- 車両診断器使用、表示と故障の原因試験、解説と回答（1 日間） 

- メカニックによる故障診断器（車両）運用マニュアル（案）作成（2 日間） 

- ワークショップ搭載修理器具を使用した車両点検・修理講習、実習（2 日間） 

(5) 保守・点検管理簿及び点検・修理記録簿の報告体制確立（機材台帳管理データ

ベースへの反映）：2 日間 

- 機材・車両の点検記録簿記入方法とその活用講習（1 日間） 

- 道路公社職員による機材・車両の点検記録簿記入方法実習（1 日間） 

第 2回目： 

第 1 回研修で習得した、点検・故障モニター研修、故障診断器（修理判断器機）

を用いた故障診断器運用マニュアル、及び機材修理・整備の安全作業手順につい

て、運用状況の確認及び評価を行う。評価結果に基づき、必要に応じて運用手法

の見直し等のフォローアップを行う。 

(1) 故障診断機器を使用した故障判断能力の確認及び評価：4 日間 

- 故障診断機器使用実績確認（1 日間） 

- 故障診断器（重機）運用マニュアル（案）運用確認とその改善（2 日間） 

- 民間整備会社との修理区分適正確認（1 日間） 

(2) 点検・修理記録簿による車両、移動式ワークショップ及びコンテナ型ワーク

ショップの運用状況の確認及び評価：3 日間 

- 車両故障診断器の使用実績確認（1 日間） 

- 故障診断器（車両）運用マニュアル（案）の運用確認とその改善（1 日間） 

- ワークショップ搭載修理機器の使用実績確認と改善（1 日間） 

(3) 保守・点検管理簿による各機材の運用状況の確認及び評価：2 日間 

- 保守・点検簿の使用実績確認（1 日間） 

- 保守・点検簿の使用改善（1 日間） 

(4) 全体フォローアップ（運用手法・作業マニュアル見直し等）：1 日間 

- プレゼン発表 
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(6) 実施リソース 

1) 日本側 

ソフトコンポーネントを実施するために派遣する日本人技術者の担当分野、人数、派遣期間、

及び主な活動内容について以下に記す。 

【日本人技術者】 

担当分野 人数 期間（M/M） 主な活動内容 
活動 1 に対する従事者   

情報通信システ

ム構築 
1 名 国内：0.85 M/M 機材管理情報通信システムの作成 

機材計画 1 名 1 回目：1.47M/M 
2 回目：0.53M/M 

合計：2.00M/M 

1 回目：機材台帳管理システム及び機材管

理情報通信システムの実技・運用

指導 
2 回目：運用状況の評価・フォローアップ 

活動 2 に対する従事者   

点検・整備機材計

画 
1 名 1 回目：1.43M/M 

2 回目：0.53M/M 
 

合計：1.96M/M 

1 回目：点検・故障モニター、故障診断器

を用いた故障診断指導、機材修

理・整備の安全作業手順指導 
2 回目：運用状況の評価・フォローアップ 

また、現地傭人として通訳（英⇔アムハラ語）を以下の通り傭上する。 

【現地傭人】 

担当分野 人数 期間（M/M） 主な活動内容 
通訳-1 1 名 1 回目：1.00M/M 

2 回目：0.33M/M 
合計：1.33M/M 

機材計画（日本人技術者）の通訳 
- 研修時の通訳 
- 教材等の翻訳 

通訳-2 1 名 1 回目：0.97M/M 
2 回目：0.33M/M 
合計：1.30M/M 

点検・整備機材計画（日本人技術者）の通

訳 
- 研修時の通訳 
- 教材等の翻訳 

2) エチオピア側 

ソフトコンポーネントを実施するためにエチオピア側が投入すべき人材を以下に記す。 

担当分野 投入人数 期間 
活動 1 に対する投入   

機材管理担当者 20 名程度 1 回目：1.47 ヶ月 
2 回目：0.53 ヶ月 
合計：2.00 ヶ月 

活動 2 に対する投入   

機材オペレータ、機材整備担

当者 
20 名程度 1 回目：1.43 ヶ月 

2 回目：0.53 ヶ月 
合計：1.96 ヶ月 
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(7) 成果品の種類 

 ソフトコンポーネントを通じて作成し、今後の実施機関の運用のための成果品を以下に示す。 

1) 日本側 

 機材台帳管理システム（機材管理システムの運用フローを含む） 

- 機材管理台帳 

- 運行記録簿 

- 修理・整備記録簿 

- 部品管理台帳 

 機材管理情報通信システム（携帯端末に導入） 

 点検・修理記録簿（実施機関所有の記録簿を活用し、機材台帳管理システムに入力する

ために内容を更新した記録簿） 

 故障診断器運用マニュアル 

2) 日本側及びエチオピア側 

 機材台帳管理システムの運用フロー（中央組織と地域事務所の定例報告体制等） 

6. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本ソフトコンポーネントにおける各活動においては、以下に示す理由によりローカルリソー

スではなく日本人技術者が相応しいと考えられる。 

活動項目 日本人技術者による実施の理由 

(1) 機材管理システムの改善 本計画調達機材をコンピュータで台帳管理する手法、ならび

に機材管理情報通信システムを活用し機材状況を共有する手

法は、「エ」国に普及しておらず、ローカルリソースでは対応

困難である。さらに、調達機材の大部分は本邦メーカー製品

を想定していることから、これら調達機材の運用・管理ノウ

ハウ等において日本人技術者が最も精通している。 

(2) 機材整備及び民間活用能

力の強化 

上記項目(1)と同様に、本邦メーカー製品に精通した日本人技

術者が調達機材の運用・管理ノウハウ等において最も精通し

ている。 

以上の理由により、本ソフトコンポーネントにおいては、受注コンサルタントが直接実施す

ることが適切である。 

 

 

 

 

A5-17



16 

7. ソフトコンポーネントの実施工程 

本ソフトコンポーネントの実施工程を以下に示す。 
  2021年  2022年      

  11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 

 調達・工事工程         

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

(1) 機材管理システムの

改善 

        

(2) 機材整備及び民間活

用能力の強化 

        

報告書提出時期 
        

8. 成果品の種類 

ソフトコンポーネントにより作成する成果品を以下に示す。 

 機材台帳管理システム（機材管理システムの運用フローを含む） 

- 機材管理台帳 

- 運行記録簿 

- 修理・整備記録簿 

- 部品管理台帳 

 機材管理情報通信システム（携帯端末に導入） 

 点検・修理記録簿（実施機関所有の記録簿を活用し、機材台帳管理システムに入力する

ために内容を更新した記録簿） 

 故障診断器運用マニュアル 

 ソフトコンポーネント完了報告書 

完了報告書は以下の成果品を含む。 

- 写真等の活動記録 

- 上記マニュアル類、システムの運用フロー 

- 実施機関職員への事後アンケート結果 

- 施主に提出した Final Report 

9. ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費を以下に示す。また、概略事業内訳を巻末に添付する。 

費目 金額（千円） 備考 

1. 直接人件費 4,569  

2. 直接経費 3,760 現地再委託費はなし 

3. 間接費 9,504  

合計 17,833  

※交換レート：1 米ドル＝111.21 円 

 

プログレスレポート 

（施主） 進捗状況報告書 

（JICA） 

ファイナルレポート 

（施主） 完了報告書 

（JICA） 

機材検収・引渡し プロジェクト完工 

国内作業 

A5-18



17 

10. 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの目標が達成されるためには、ソフトコンポーネントの実施による成

果に加え相手側実施機関が果たすべき責務として以下の項目が挙げられる。 

 ソフトコンポーネントにより習得した機材台帳管理システム、修理・整備機材（故障診

断器含む）を継続的に運用するため、組織内において習得した技術や管理手法の普及及

び水平展開を行う。 

 本計画による調達機材を活用して、機材台帳管理システム及び修理・整備機材を活用し

た効率的な機材運用・維持管理を実施する。 

 機材台帳管理システムの運用効果を発揮するため、本計画による調達機材の維持管理及

びスペアパーツ追加調達に必要な予算を確保する。 

 ソフトコンポーネントにより習得した故障診断技術をもって効率的に民間による機材修

理・整備サービスを活用する。 
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11. 既往ソフトコンポーネントからの教訓及び本計画における取り組み 

我が国既往無償資金協力による機材運営・維持管理能力向上を目的とした同種のソフトコン

ポーネント活動から得られた教訓、ならびにこれらを踏まえた本計画における取り組みについ

て表 11-1 に示す。 

表 11-1 既往ソフトコンポーネントから得られた経験・教訓及び本計画における取り組み 

他国既往ソフトコンポーネント 

から得られた教訓 
本計画における取り組み 

組織内連携及び機材運用の共通認識 

保有機材の稼働状況や維持管理サイ

クルに基づく適切な運用・管理を行う

ため、各チーム間（工事チーム、整備

士チーム、機材管理チーム）の日常連

絡・報告により機材運行記録、整備記

録、在庫記録等のデータを蓄積し、定

期メンテナンスやパーツ交換等に反

映する必要がある。 

既往案件において、機材台帳管理シス

テムの蓄積情報に基づき、機材管理チ

ームは工事チームに対して定期メン

テナンスのため機材返送を求めたも

のの、工事工程への影響や返送作業の

負担を理由に応じられなかった事例

がある。 

 

 耐用年数にわたる中長期的な機材運用・管理への関係

者間の共通理解を得るよう、以下項目を実施する。 

① 第一回研修において各チーム（工事チーム、整備士

チーム、機材管理チーム）共通の機材運用・管理体

制フローを整備する。また、第二回研修においてフ

ロー整備後の運用状況を確認し、適宜フォローする。 

② メンテナンス不足に起因する機材不具合の事例を紹

介し、適時メンテナンスに対して工事チームを含む

関係者の理解を醸成する。 

 機材メンテナンス必要時における機材配置・返送の明

確な指示系統を確認し、指示者に迅速に状況報告され

るよう指導する。 

データベースの活用 

実施機関職員にコンピュータの使用

経験がなく、職員個々により差はある

ものの総じてコンピュータ操作能力

やデータベースへの理解度が低い。 

また、機材台帳管理システムの導入

後、更なる運用ノウハウの蓄積におい

ては実施機関側の自助努力が必要と

なる。 

 

 機材台帳管理システムを担当する若手職員のコンピュ

ータ基本操作スキルを平準化するため、比較的得意な

職員が不慣れな職員をフォローできるよう、第一回研

修時に個々のレベルを確認の上グループ編成する。 

 第一回研修の着手時に初級指導として表計算ソフトの

計算式を用いた簡易データベース作成実習を行う。こ

れにより、データベースへの基本理解を得る。 

 機材台帳管理システム運用のための具体手順として、

第一回研修において以下の各項目を指導し、第二回研

修において適宜フォローする。 

① 機材管理に必要なデータの把握 

② 機材データの活用 

（減価償却費を含む機材管理費、運行費等の概算費

用、燃料消費量の推移等） 
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③ データベースソフトの基本操作 

（簡易データベースの作成等） 

④ データ入力に必要な基本データの収集 

（機材仕様、価格、燃料消費量等） 

⑤ 機材台帳管理システムの使用方法 

（基本データ入力、データ読出し、レポート印刷等） 

⑥ 機材台帳管理システム活用の実践 

（運行記録、整備記録、部品の出納記録等のデータ

管理、定期整備の間隔設定、及び既存機材のデータ

追加等） 

⑦ 機材管理情報通信システムの運用方法 

ノウハウの水平展開 

ソフトコンポーネント完了後の事後

確認により、複数の支援対象国におい

て一定レベルで機材台帳管理システ

ムが活用されていることが確認され

ている。これは、機材管理者や機材台

帳管理システム担当者がシステムの

有効性や利便性を理解し、したがって

自ら活用を継続しているものと考察

される。 

一方、習得技術の水平展開を目的と

し、自主的な研修実施を奨励している

ものの、これらの活動が実施されない

事例が多い。 

上記のように水平展開を阻害する要

因として、以下の事由が挙げられる 

 研修を受講したリーダー的人材の

人事異動・退職等 

 知識・技術を他者に継承すること

による自らの業務逸失への危惧 

注：上記の阻害要因は、研修対象者へ

の事業後の意見交換に基づく。 

 

 第一回研修において、実施機関と共に実務レベルの中

心的人材を選定し、指導員として育成する。また、実

施機関の協力のもと可能な限り研修対象者を集め、研

修進捗報告会及び意見交換会を行う。 

 限定した個人のみによるデータ蓄積・管理でなく、機

材台帳管理システム一連の作業や蓄積データの活用に

対してチーム全体が取り組むための組織体制を書面化

する。 

 組織運営上の管理者レベル（副局長、部長等）が活動

趣旨を理解し、組織としての水平展開を継続するよう、

管理者への報告体制を支援する。 

 機材管理情報通信システムにより機材運行状況やメン

テナンス情報等が管理者に適時共有する仕組みを構築

し、管理者レベルが機材管理システムの有効性を理解

することで組織への水平展開を支援する。 
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添付資料： 概略事業費内訳 

 （交換レート：1 米ドル＝111.21 円） 

A5-22



ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

概
略

事
業

費
内

訳

　

単
価

金
額

単
価

金
額

6
-3

-1
直

接
人

件
費

(1
)

国
内

作
業

1
.0

0
式

80
7
,5

00

(2
)

現
地

作
業

1
.0

0
式

3
,7

6
2
,0

00

直
接

人
件

費
合

計
4
,5

6
9,

5
00

6
-3

-2
直

接
経

費
1.

0
0

式
2,

9
72

,7
8
4

7,
0
75

.0
0

直
接

経
費

合
計

2,
9
72

,7
8
4

7,
0
75

.0
0

6
-3

-3
間

接
費

(1
)

そ
の

他
原

価
直

接
人

件
費

ｘ
1
20

％
1
.0

0
式

5
,4

8
3
,4

00

(2
)

一
般

管
理

費
等

(直
接

人
件

費
＋

そ
の

他
原

価
)x

4
0
％

1.
00

式
4,

02
1
,1

6
0

間
接

費
合

計
9
,5

0
4
,5

60

集
計

表

外
　

貨
　

分

適
用

・備
考

円
ポ

ー
ｼ
ｮﾝ

（
円

）
米

ド
ル

合
計

17
,0

46
,8

44
7
,0

7
5.

00

番
号

項
　

目
　

・
　

費
　

目
仕

様
・
規

格
数

量
単

位

内
　

貨
　

分

A5-23



ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

概
略

事
業

費
内

訳

単
価

金
額

単
価

金
額

6
-3

-1
直

接
人

件
費

(1
)

国
内

作
業

　
　

情
報

通
信

3
号

0
.8

5
月

95
0,

00
0

80
7,

5
00

小
計

80
7,

5
00

(2
)

現
地

作
業

　
　

機
材

計
画

3
号

2
.0

0
月

95
0,

00
0

1
,9

0
0,

0
00

点
検

・整
備

機
材

計
画

3
号

1
.9

6
月

95
0,

00
0

1
,8

6
2,

0
00

小
計

3
,7

6
2,

0
00

 
4
,5

6
9
,5

00

明
細

表

外
　

貨
　

分

適
用

・備
考

円
ポ

ー
ｼ
ｮﾝ

（
円

）
米

ド
ル

合
計

番
号

項
　

目
　

・
　

費
　

目
仕

様
・
規

格
数

量
単

位

内
　

貨
　

分

A5-24



ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

概
略

事
業

費
内

訳

単
価

金
額

単
価

金
額

6
-3

-2
直

接
経

費
　

　

(1
)

現
地

傭
人

費

通
訳

-1
4
0

日
40

.0
0

1
,6

0
0.

0
0

30
日

＋
1
0日

通
訳

-2
3
9

日
40

.0
0

1
,5

6
0.

0
0

34
日

＋
1
0日

小
計

3
,1

6
0.

0
0

(2
)

旅
費

・日
当

・宿
泊

1)
旅

費

①
航

空
賃

成
田

⇔
ア

ジ
ス

ア
ベ

バ

機
材

計
画

3
号

2
往

復
31

2,
22

1
62

4,
4
42

ゾ
ー

ン
P

E
X

往
復

料
金

点
検

・整
備

機
材

計
画

3
号

2
往

復
31

2,
22

1
62

4,
4
42

ゾ
ー

ン
P

E
X

往
復

料
金

②
日

本
国

内
旅

費
上

記
渡

航
回

数
分

4
往

復
5
,2

6
0

21
,0

40
京

成
ス

カ
イ

ラ
イ

ナ
ー

（
東

京
発

）

小
計

1
,2

6
9,

9
24

明
細

表

外
　

貨
　

分

適
用

・備
考

円
ポ

ー
ｼ
ｮﾝ

（
円

）
米

ド
ル

番
号

項
　

目
　

・
　

費
　

目
仕

様
・
規

格
数

量
単

位

内
　

貨
　

分

A5-25



ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

概
略

事
業

費
内

訳

単
価

金
額

単
価

金
額

2)
日

当

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

3
0

日
3,

80
0

11
4,

0
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

1
4

日
3,

42
0

4
7,

8
80

滞
在

日
数

31
日

～
60

日
ま

で

機
材

計
画

（第
2次

渡
航

）
3
号

1
6

日
3,

80
0

6
0,

8
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

点
検

・整
備

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

3
0

日
3,

80
0

11
4,

0
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

点
検

・整
備

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

1
3

日
3,

42
0

4
4,

4
60

滞
在

日
数

31
日

～
60

日
ま

で

点
検

・整
備

機
材

計
画

（第
2次

渡
航

）
3
号

1
6

日
3,

80
0

6
0,

8
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

小
計

44
1,

9
40

明
細

表

内
　

貨
　

分
外

　
貨

　
分

適
用

・備
考

円
ポ

ー
ｼ
ｮﾝ

（
円

）
米

ド
ル

番
号

項
　

目
　

・
　

費
　

目
仕

様
・
規

格
数

量
単

位

A5-26



ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

概
略

事
業

費
内

訳

単
価

金
額

単
価

金
額

3)
宿

泊
費

【
日

当
日

数
】
-
2
日

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

3
0

日
1
1,

60
0

34
8,

0
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

1
2

日
1
0,

44
0

12
5,

2
80

滞
在

日
数

31
日

～
60

日
ま

で

機
材

計
画

（第
2次

渡
航

）
3
号

1
4

日
1
1,

60
0

16
2,

4
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

点
検

・整
備

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

3
0

日
1
1,

60
0

34
8,

0
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

点
検

・整
備

機
材

計
画

（第
1次

渡
航

）
3
号

1
1

日
1
0,

44
0

11
4,

8
40

滞
在

日
数

31
日

～
60

日
ま

で

点
検

・整
備

機
材

計
画

（第
2次

渡
航

）
3
号

1
4

日
1
1,

60
0

16
2,

4
00

滞
在

日
数

3
0日

ま
で

小
計

1
,2

6
0,

9
20

(3
)

車
両

費
【
日

当
日

数
】
-
2
日

車
両

-1
（機

材
計

画
）

そ
の

他
三

社
見

積
比

較

（第
1次

渡
航

）
乗

用
車

3
2

日
45

.0
0

1
,4

4
0.

0
0

ア
ジ

ス
ア

ベ
バ

市
内

車
両

-2
（機

材
計

画
）

そ
の

他
三

社
見

積
比

較

（第
2次

渡
航

）
乗

用
車

1
2

日
45

.0
0

54
0.

0
0

ア
ジ

ス
ア

ベ
バ

市
内

車
両

-3
（点

検
・整

備
機

材
計

画
）

そ
の

他
三

社
見

積
比

較

（第
1次

渡
航

）
乗

用
車

3
1

日
45

.0
0

1
,3

9
5.

0
0

ア
ジ

ス
ア

ベ
バ

市
内

車
両

-4
（点

検
・整

備
機

材
計

画
）

そ
の

他
三

社
見

積
比

較

（第
2次

渡
航

）
乗

用
車

1
2

日
45

.0
0

54
0.

0
0

ア
ジ

ス
ア

ベ
バ

市
内

小
計

3
,9

1
5.

0
0

 
2
,9

7
2
,7

84
7
,0

7
5.

0
0

明
細

表

外
　

貨
　

分

適
用

・備
考

円
ポ

ー
ｼ
ｮﾝ

（
円

）
米

ド
ル

合
計

番
号

項
　

目
　

・
　

費
　

目
仕

様
・
規

格
数

量
単

位

内
　

貨
　

分

A5-27



 

 

 

 

 

 

 

資料-６ 参考資料 
 

6-1 フィールドサーベイレポート 

6-2 安全管理セミナー報告書 

6-3  Income Tax System of Ethiopia 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

6-1 フィールドサーベイレポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



A6-1



A6-2



A6-3



A6-4



A6-5



A6-6



A6-7



A6-8



A6-9



A6-10



A6-11



A6-12



A6-13



A6-14



A6-15


	添付資料
	資料-4　討議議事録（M/D）41-57
	資料-５ ソフトコンポーネント計画書
	資料-６ 参考資料
	6-1 フィールドサーベイレポート





